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第 2章 共通教育等が外部評価に至った経緯

本章では、この度、共通教育等の外部評価に至った経緯を、本学における自己点検・評

価活動の流れの中で整理しておきたい。そのため、まず最初に、本学における自己点検評

価活動の経緯を示し、続いて、本学における教養教育の自己点検・評価の経緯を示した。

1 .本学における自己点検・評価活動の経緯

1 )本学における自己点検評価委員会の設置

本学ではこれまで大切な節目毎に全学の課題を総ざらいし将来への方向づけを行ってき

た。国立移管の際の「琉球大学の基本構想について(答申)J (昭和45年)、キャンパス移

転・統合の際の、「大学改革に関する答申書J(昭和53年)等である。これらはそれぞれ

の時点での反省や点検・評価であり、自己点検・評価の実質的な先取りであった。

周知のように、大学審議会答申の趣旨に沿って「大学設置基準」が平成 3年 7月に改正

された。本学では平成 3年 1月、「琉球大学大学改革検討委員会設置要項」を制定し、周

年 6月には「琉球大学大学改革検討委員会j を発足させた。委員会内に 6つの専門部会を

設け、本学が当面するさまざまな問題について検討を重ねた。それらの成果は最終的に一

冊にまとめられ、「新しい琉球大学を目指してj として平成 5年10月に刊行された。

自己点検・評価については、同委員会の第 6専門部会で慎重な審議が続けられ、平成 4

年12月に「大学の自己点検・評価のあり方について」と題する答申としてまとめられた。

答申の主要な結論は、①教育・研究活動について自ら点検・評価し、常に向上に努める、

②自己評価に当って適切な方法を開発し、大学の普遍性と本学の特色に配慮し、適切な評

価項目を設定し、恒常的組織を作って対応する、③自己評価の対象は個人ではなく組織体

とし、実施は定期的に行い、その結果を本学の自己向上に資するものとするの 3点である。

答申に沿って平成 4年 6月に制定された「琉球大学自己評価委員会規則j により、全学の

自己評価委員会が直ちに設置された。委員会は、法文学部、教育学部、理学部、医学部、

工学部及び農学部の 6学部と、附属図書館、附属病院、事務局及び学生部のそれぞれに置

かれる自己評価委員会の委員長の他、学長が必要と認める委員を加えた合計19名によって

構成されている。自己評価委員会の任務は、自己評価の項目の設定、実施及び結果の公表

その他とされた。また、同年には各部局においても自己評価委員会が設置され、それぞれ

の部局の自己点検・評価に努めていった。

2 )本学におけるこれまでの自己点検・評価活動

琉球大学自己評価委員会の実際の活動は、委員会の委員長の基に設けられたワーキング

グループ(編集委員会)によって行われた。後にワーキンググループは大学改革の具体的

な実施についてチェック及びフォロー・アップする「フォロー・アップ小委員会」に衣替

えきれ、委員会内で自己点検・評価の実務を担当するに至っている。ワーキンググループ
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の活動の成果は「琉球大学発展への道~現状と課題-Jと題して平成 6年 2月に刊行され

た。同書は、本学の理念・目標・使命に始まり、総ての組織における教育・研究活動を総

合的に点検・評価し、大学改革のあるべき姿について言及している。さらに、本学の社会

への貢献のあり方、国際交流の現状について触れ、琉球大学の課題と将来展望を述べてい

る。特に、自己点検・評価に関しては、その目的、実施組織、評価項目、評価対象、点検

・評価の公表について具体的に提言するとともに、点検結果の活用法や対応方法について

も言及している。

琉球大学自己評価委員会は引き続き当面の課題として、本学の教育改革に焦点を絞って

自己点検・評価を行った。具体的には、カリキュラムの改善、教育方法の改善、学習機会

の多様化、学習環境の整備・充実の問題である。これらの問題を網羅した47項目からなる

アンケート調査が全学の教員及び学生を対象に行われた。調査の分析結果は「琉球大学に

おける教育の現状と改革の取組み~調査結果報告書 ~J として、平成 8 年 1 月に刊行され

た。

続いて、上述の点検で積残した教育活動に関するさらに大規模なアンケート調査を行っ

た。調査は全学の教員及び学生(外国人留学生を含む)はもとより、第三者評価の一環と

して本学と何らかのつながりのある社会人、すなわち、本学の卒業生及び卒業留学生、卒

業生を受け入れている企業等に対して行われた 。具体的には、教員を対象に行った「学生

による授業評価Jの評価、在学生及び卒業生による「学部教育に対する意識調査」、留学

生及び卒業留学生による「琉球大学の教育に対する意識調査J、卒業生を受け入れている

企業等を対象にした「琉球大学の教育j についての調査である。これら膨大なアンケート

の調査結果は「琉球大学における教育活動の現状と問題点j と題し、平成10年 2月に刊行

された。

本学は、昭和63年 4月に大学基準協会の「賛助会員」として加入し、今日に至っている。

その後本学では、点検・評価の充実・強化の一環として、大学基準協会の維持会員校とし

て加盟することについて学内合意をまとめ、平成 10年 7月に加盟判定審査を受けることが

評議会において了承された。

これを受けて、学長を本部長とし、各部局の長を横成員として組織された実施体制本部

が設置された。実施にあたっては、加盟判定審査を受けるための調書は膨大で多岐にわた

ることから、琉球大学自己評価委員会、各部局等をはじめ全学的な協力体制で分担し、調

書作成にあたることとなった。提出調書の作成業務は分担して行い、原則として、大学全

般に関する事項については、琉球大学自己評価委員会(フォロー・アップ小委員会)と事

務局で作成し、各学部等に関する事項については、それぞれの学部等で作成することとし

た。

平成 11年 8月、「点検・評価報告書」及び「大学基礎データ調書」を大学基準協会に提

出し、平成 12年 3月、同協会から「大学基準j に適合しているものとして「維持会員jへ

の加盟・登録が認められた。その際には、今後改善・改革に資するための助言及び勧告も

受けた。

このように全学の自己評価委員会は、大学改革のあるべき姿についての総合的な観点及

び教育活動の視点からほぼ 2ヶ年おきに自己点検・評価を行い、これらを報告書として学

内・外に公表してきた。また、各部局における自己評価委員会においても現状と課題を通
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して、自己点検・評価を刊行している。これらの報告書は大学改革や教育改革の意識の高

揚に大いに資するところとなった。報告書の内容はマスコミでも何度か取り上げられ、大

学が常に社会の批判の対象であることを知らしめた。

3 )大学評価センターの設置

平成10年10月に出された大学審議会答申 r2 1世紀の大学像と今後の改革方策一競争的

環境の中で個性が輝く大学 j において、大学の個性化を目指す改革方策が 4つ示され、

その lつとして r4 多元的な評価システムの確立」が掲げられている。その内容は、①

自己点検・評価の充実、②第三者評価システムの導入、③資源の効果的配分と評価、の 3

節から構成されている。

本学自己評価委員会は、個々の国立大学が取り組むべき課題である「①自己点検・評価

の充実」のあり方について学長から諮問を受けた。また、文部省は、「②第三者評価シス

テムの導入j を受けて、第三者評価機関として学位授与機構を改組するかたちで大学評価

機関(仮称)が平成 12年 4月に創設されることとなり、現在、創設準備委員会による作

業が急速に進められている。その創設準備委員会中間報告(平成 11年 9月)によれば、平

成 12年度から国立大学を中心として種々の評価活動を行っていくことが予定されてい

る。さらに、「③資源の効果的配分と評価Jにおいて、大学評価機関(仮称)による評価

結果を資源配分の資料とすることの可能性も示唆されている。

本学自己評価委員会は、上記の大学審議会答申「①自己点検・評価の充実Jに対する本

学の具体的な方策を示すべく検討を重ねた。しかし、今般の大学審議会答申が出された社

会的背景に鑑み、本委員会における検討は、本学における「①自己点検・評価の充実Jと

いう観点からのみ行うものではなく、上記②及び③との関連を十分考慮して行われるべき

ものであるという見解に基づいて行われた。特に本年度から実施が予定されている大学評

価・学位授与機関による本学に対する評価への対応等を視野に入れ、本学における自己点

検・評価の充実を図るうえで最もふさわしい在り方を検討した結果、「琉球大学大学評価

セシター」を創設し、これを軸とした全学的な自己点検・評価システムの構築を答申し、

平成12年 6月、学内措置で設置されるに至った。

2 .本学における教養部・共通教育等の自己点検・評価

1 )教養部時代の自己点検・評価

本学教養部の自己点検・評価報告書は、平成 8年 3月に本学旧教養部によって平成 8年

3月に l度だけ刊行されている。その報告書の内容は、歴代の教養部長による教養部の歴

史的流れから始まって、現行の共通教育等に至るカリキュラム改革の経緯、教育方法の改

善方法、情報処理教育、留学生の受け入れ、共通教育等科目を構成する学科目の歴史的流

れ、施設・財政、教養部の歩み、自己点検・評価組織など、多岐に渡っており、その目次

は次頁の表 I-2-1の通りである。

また、その報告書を作成した目的を、報告書発行当時の教養部長 森田孟進(現学長)



はその報告書の「はじめにJに次のように強調している。

「センタ一発足が共通教育等の全学的責任体制への効果的な助走となるよう努力しなけ

ればならない。この助走に成功すれば、教養部の廃止は自然の成り行きとなるであろう。

カリキュラム改革でも重要な課題をいくつか抱えている。情報処理教育の必修化、国

際化に対応した外国語教育の改革、 4年一貫教育の中での本来の"教養科目"の位置づ

け、少人数教育の全学的実施等が当面の課題である。

このような状況下で本報告書が刊行されることは意義深いことである。今後、この報

告書が本学の共通教育等の改革のための基礎資料として大いに役立つであろうことを私

は信じて疑わない。J(琉球大学教養部『教養部の教育と研究 自己点検評価報告書』

平成 8年 3月、 2頁)。

の目次自己点検評価報告書j『教養部の教育と研究表 1-2-1 
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2 )この度の外部評価の経過

この度の共通教育等の外部評価を伴う自己点検・評価活動は、平成 11年 8月 1日、仲地

博法文学部教授の大学教育センター長への就任後、同年 11月15日開催の教育企画運営委員

会にて、大学教育センターが責任を担っている琉球大学共通教育等の外部評価の必要性を

指摘したことに始まる。

その後、正式に、平成 11年 12月の大学教育改善等専門委員会にて琉球大学共通教育等の

自己点検・評価実施が確認された。

その後、平成 12年 1月に実施された九州大学全学共通教育等「外部評価公開シンポジウ

ム」への参加(仲地 博センター長、矢ケ崎克馬元学生部長、大膳司大学教育改善等専門

委員会副委員長)、平成 12年 2月に文部省に対して「外部評価実践支援経費j を要求、平

成 12年 2月下旬に九州大学での共通教育等外部評価の経験から知見を得るため、九州大学

大学教育研究センター押川元重教授(元センター長)へのインタビュー調査、等平成 12年

度の自己点検・評価に向けて準備を始めた。

平成 12年 4月、大学改善等専門委員会所属の委員 4名(大学教育改善等専門委員会副委
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員長 大膳 司(生涯学習教育研究センター教授)、浜崎盛康(法文学部教授)、石原昌

英(法文学部助教授)、道田泰司(教育学部助教授))と大学教育センター教官 l名(西

本裕輝法文学部助手)の計 5名で教養教育等自己点検・評価ワーキンググループ(以下、

WGと略)で共通教育等の外部評価を前提とした自己点検・評価活動を開始した。

5月25日の大学教育改善等専門委員会にて「琉球大学全共通教育等自己点検・評価計画j

「外部評価の日程JI共通教育等自己点検・評価項目Jが審議され、了承された。

基本的には、教養部が廃止され、大学教育センターにおいて共通教育等の科目を企画・

実施し始めた平成 8年度以降、本年度前期までの活動を点検・評価することが確認された。

6月 5日、 4名の外部評価者(波平勇夫沖縄国際大学長、安室肇沖縄県国際交流・人材

育成財団理事長、押川元重九州大学大学教育研究センター教授、苅谷剛彦東京大学大学院

教育学研究科教授)を迎えて、施設見学、授業見学、自己点検・評価項目の検討、等を行

った。自己点検・評価は、図 1-2-2に示す通り、「理念・目標・教育課程JI授業JI施設

・設備JI管理・運営Jの 4つの観点から実施することとなった。

4月から共通教育等の自己点検・評価を行うとの指示を受けて以降、 12月までに、 19回

のWGと、 5回の大学改善等専門委員会を重ねてここに自己点検・評価の結果を報告する

に至った。

なお、この度の共通教育等の外部評価は、本年度 6月 1日に学内措置で設置された前述

の本学大学評価センターと連携して実施することとなった。

(12) 
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図 1-2-2 共通教育等の自己点検・評価の対象
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施設・設備
①一般教室の状況
(収容人員、各種備品の有無、
稼働率、教官・学生の不満など)

G特殊教室(実験室、 LL教室、
情報処理教室など)の状況

④教室使用の原則
⑥図書館の利用状況

(利用率、講習会、
教官・学生の不満など)

理念・目標・教育課程

①教育理念・目標

②共通教育等における各授業科目区分

③授業案内・シラパス
④生涯学習社会への対応
⑤共通教育と専門教育との連携
⑥選抜試験と教育理念・目標

↓規定

授業

( 1 )教員に関すること

①共通教育に対する意識に関すること
-共通教育の理念の知識 (Ql)

→|  ・共通教育の理念に対する意識 (Q2)
支| ・共通教育に対する意欲 (Q4)
援| ・共通教育のあり方 (Q7)

-共通教育に対する期待 (QlO)
⑤教育への取り組みに関すること

・年間拐当コマ数 (Q3)
-重点項目 (Q5)
-すぐれた授業の条件 (Q8)
・セミナー受講経験 (Q9)
-授業の工夫 (Q11， Q14)
-教育業績評価の必要性 (Q12，13) 
・授業評価の利用 (Q15)
-成績評価の基準 (Q16)
-改革を行ううえで重要なこと (Q17)
・授業におけるメディアの利用 (Q18)
.学生からの意見・要望への対応
・実際の成績の分布

(2 )学生に関すること

①属性に関すること
-所属学部・学科
.年次
・身につけている能力 (Q5)
・高校時代の学習 (Q7)
-入学動機 (Q8)
-入学前の経験 (Q14)
-学習意欲・行動 (Q15)
・希望進路 (Q16)

②共通教育に対する意識に関すること
-共通教育の理念の知識 (Q1)
・共通教育の理念に関する期待 (Q2)
-共通教育の理念に関して身につけている能力 (00)
・共通教育への期待 (Q6)
-共通教育に対する要望 (Q18)

③授業への取り組みに関すること
-授業に対する意欲 (Q4)
-満足度 (Q9)
-取得単位数 (Q10)
-授業理解度 (Qll，12)
・教員への期待 (Q13)
-登録に関する要望(Q17)

教育改善の取り組みと履
修指導等について
①FD活動
②学生による授業評価について
告登録方法等について
④仁限登録単位数を超えた登録につ

いて
管理| ⑤学生に対する履修指導

⑥学期(セメスター)制について

管理・運営に関すること
①管理運営機構
②教員の構成
③大学教育センターの共通教育経費

について
④事務体制について


